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       佐藤 理夫 



平成23年4月22日 
避難指示の状況 

ふくしま復興ステーション 
http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/ 

避難者数 
 平成24年5月：164,865人 
 平成28年5月：  92,154人 
 平成29年2月：  8万人以下に 
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撮影 2017年2月 

自宅（福島市）の物置裏 
 

雨水が溜まりやすい場所など 
表面線量が 10 μSv/hr を超える 
スポットが自宅敷地にもあった 
 
2014年7月に表土除去 
除染土壌は遮蔽用の土嚢で覆い 
防水シートを被せてある 



自宅（福島市）の玄関先 
 

住宅除染で発生する土壌を敷地内に埋設できない場合は、仮置きされる 
側溝の堆積土壌は震災後一度も除去されていない 

撮影 2017年2月 



計画的避難区域 

農地除染で発生した土 

 川俣町山木屋地区 

 2014年5月 



撮影 2017年2月 

川俣町山木屋地区 除染土壌仮置き場 



川俣町山木屋地区 除染土壌仮置き場 

撮影 2017年2月 



中間貯蔵施設情報サイト 
http://josen.env.go.jp/chukanchozou/ 



中間貯蔵施設 

平成28年度 搬入実績 2017年2月15日現在 

大熊町ストックヤード 78,280 m3 

双葉町ストックヤード 70,379 m3 

http://josen.env.go.jp/chukanchozou/situation/h28/ 

 

 



除染で発生した膨大な土壌 
 

 ・中間貯蔵施設はいつ完成？ 

 ・安全に運べるの？  トラック足りるの？ 

 ・最終処分はどこに？ あと27年！ 

 ・処理後の土はどうするの？ 

 

廃炉完了まで 「あと34年」 

              ・・・であって欲しい。 



仮設に依然１万２３８１人 県内、高齢化率高まる 
 東日本大震災と東京電力福島第一原発事故で避難している県民のうち、２０日現在で
１万２３８１人が依然として県内の仮設住宅で不自由な暮らしを余儀なくされている。県
内の仮設住宅入居者のうち６５歳以上が４割を超える中、高齢者の見守り体制をどう強
化するかが課題となっている。一方、県内外の避難者数は初めて８万人を割り、ピーク
時からは半減したが、今も７万９４４６人が元の自宅を離れて暮らしている。 
 

福島民報 
2017/02/21 



仮設住宅 

撮影 2017年2月 



浜通りと中通りを結ぶ幹線が分断 
行き止まりの地区に 

撮影 2017年2月 



川俣町山木屋地区 復興拠点イメージ 

http://www.town.kawamata.lg.jp/uploaded/attachment/8196.pdf 



復興拠点の整備状況 

撮影 2017年2月 



山木屋小学校 
教育環境は復興するのか？ 

撮影 2017年2月 



戻る人・戻らない人 

就学・就労・避難先への定着 

高齢化・健康問題 

産業の衰退・土地の荒廃 

教育環境・医療福祉環境の悪化 

放射線への不安 
 

過疎化＆高齢化が一気に 

      日本の将来像なのかも・・・ 





川俣町 B社 A社 

県内企業など 

出資 基礎・造成 
施工管理 

設備設計 
施工管理 

施工・維持管理 

売電 
収益 

復興拠点運営経費 



川俣あきやまかにさわ発電所 

50 kW級 ・ 個人所有 
2014年6月竣工 
250 Wモジュール 228枚 
10 kWパワコン 5台 
 
ＦＩＴ制度活用 
送電網・電圧変動 



小さな 
工場 

（金属加工） 

福島県伊達郡川俣町の西部（福島大学の東10ｋｍ） 

50kW級太陽光発電所が2か所 
10軒程度の屋根に住宅用 

あきやま 
かにさわ 
発電所 

100 m 



あきやまかにさわ発電所 実績 
55,236 kWh (215万円)/発電開始から1年 



曇り 114 kWh 

曇り 66 kWh 

晴れ 305 kWh 

電圧変動（PCS-5の出力側電圧） 

晴れ 247 kWh 

電気事業法施行規則第44条 

標準電圧 100V ： 許容範囲 101±6V、 200V ： 202±20V 

 



再生可能エネルギー！ 

原子力に頼らず環境に優しい暮らしのため 

「再生可能エネルギー先駆けの地」 

被災地復興・産業復興の柱 
 

発電量変動と需給ミスマッチで、早くも課題噴出 

電力消費地から取りに来て！ 

 

50年後・100年後に向けた産業構造を福島で 



復興プロジェクトＨＰ（食品モニタリング結果検索サイト） 
 http://www.new-fukushima.jp/ 
 不正アクセス被害（2/5）のため、メンテナンス中 

 



http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/mon-kekka.html 



原発事故避難先でいじめや差別「ある」６２％ 
共同調査 

朝日新聞社と福島大学の今井照
（あきら）教授（自治体政策）は今年
１～２月、東京電力福島第一原発
事故で避難した住民に対し、共同
調査を行った。避難先でいじめや
差別を受けたり、被害を見聞きした
りしたことがあると答えたのは６２％
だった。 
 
共同調査は２０１１年６月に始まり、６回目。
福島県内外には現在約８万人が避難してい
る。今年１月下旬、共同調査に応じたことが
ある３４８人にアンケートを送付。帰還意欲
や住環境などについて尋ねた。福島県を含
む１８都府県の２０～８０代の１８４人（うち避
難中は１４７人）が答えた（回答率５２・９％）。 

朝日新聞DIGITAL 
2017年2月25日20時07分 



震災避難いじめ/根底にある 
ゆがみの解消を 

氷山の一角ではないのか。いじめ問題としてだけで
なく、本県に対する意識の問題として捉え、対策を
講じなければならない。 
 

東京電力福島第１原発事故で、県内から横浜市へ
自主避難した中学１年の男子生徒が、転校先の市
立小学校で同級生からいじめを受けたとして不登校
になっていることが分かった。同市教委の第三者委
員会が、いじめがあったと認定する報告書をまとめ
た。 

    2016年11月11日 福島民友 社説 

 



【避難者いじめ】つらい思いに寄り添う 

 東京電力福島第一原発事故で県外に自主避難し
た子どもに対するいじめなどの問題が起きていたこ
とが相次いで明らかになった。風評によるゆがみは、
さまざまな形で顔を出す。理不尽な行為に強く抗議
するとともに、つらい思いをしている子どもに寄り添
う手だてを考えたい。 

    2016年12月16日 福島民報 社説 

 



被害者がさらに被害にあう悪循環 

「無関心」・「不買」・「いじめ」・・・ 
 

 心の除染が必要 
 

避難者への陰口は、福島県内でも 

 昼間からパチンコ・・・ 

 病院が混むのは・・・ 

 いわきナンバーは・・・ 



大震災から６年 
 
被災者のため 
未来のため 
 
何をすべきか 
何ができるか 



首都圏・東南海で大震災が起きたら 

http://www.jreast-timetable.jp/index.html 

東京駅：東北・北海道新幹線 東京駅：東海道・山陽新幹線 

人口・産業・物流・・・   過密化・高層化・・・  
災害時の対策を、社会・地域・家庭・個人で 


